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１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　(百万円未満切捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 44,008      - 2,578      - 1,349      -
11年 9月中間期 -      - -      - -      -
12年 3月期 84,757 885 △ 1,134

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円 　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 800      - 　　　　 　 　　　5.56 -
11年 9月中間期 -      -                      - -
12年 3月期 △ 13,235 　　　　　　△ 91.92 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期   △27 百万円     11年 9月中間期   - 百万円        12年 3月期   0 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益                 - 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％                 円  　銭

12年 9月中間期 134,808 18,002 13.4         125.02
11年 9月中間期 - - -             -
12年 3月期 134,596 15,763 11.7         109.47

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 3,040 △ 755 △ 3,609 10,494
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 8,179 △ 713 △ 4,617 11,826

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  16　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 90,000 2,900 1,450
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   10 円 07 銭 



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

製   品

菱鋼商事(株）  ※１ 原材料

特殊鋼鋼材事業

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 商品･原材料

原 当
材

料

北海製鉄(株)  ※２  

製   品

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

ば ね 事 業 MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

BANGKOK MAGNET CORPORATION　 ※１,※３ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品

冷間鍛造(株）  ※１ 製   品

製   品

三菱長崎機工(株)  ※１ 製   品

機器装置事業

（株）ダイヤカーポート     ※１

菱機パイプコンベヤ(株）  ※１

社
菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

その他の事業 菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

      ※３  平成12年10月1日をもって MSM (THAILAND) CO,.LTD.に社名を変更しております。
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経　　営　　方　　針

当グループは，厳しい情勢のなかで，引き続き構造改革を進め，各事
業ごとに体質強化を図ってまいります。まず，特殊鋼鋼材事業におきま
しては，三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の再建計画を迅速かつ円滑に実行
することに全力を注いでまいります。ばね事業におきましては，精密ば
ねを始めとした非自動車分野を更に拡大し，同事業の将来の柱とするべ
く強化・拡充してまいります。素形材事業につきましては，機械加工の
増強，精密鍛造・精密鋳造の付加価値向上を図ってまいります。機器装
置事業におきましては，単体商品の事業から複合商品の開発・拡販を目
指して まい り ま す 。
また，国内外のグループ強化に重点を置くグローバルな連結経営を促

進し，業務の効率化や積極的な販売活動を推進するとともに，引き続き
一層の原価低減や新製品・新技術の開発等に努め，収益の改善及び経営
基盤の強化に邁進する所存であります。
利益配当につきましては，会社経営の 重要事項の一つと認識し，収

益力の向上に向けて体質強化を図りながら，早期の復配に努める所存で
あります。

経　　営　　成　　績

当上半期におけるわが国の経済は、企業収益の改善やＩＴ関連の需要
拡大等による設備投資の増加，アジア経済の回復による輸出の増加など
により、景気は緩やかながらも回復の兆しが見られました。
当グループ関連業界におきましては、主要需要先である自動車業界で

は、国内販売・輸出とも前年同期を上回りましたため、生産台数は増加
いたしました。また、建設機械業界では、一部機種に、持ち直しの動き
が見られるものの、公共投資の減少や北米の流通在庫調整等により、国
内外の需要は低調でほぼ前年並みに推移いたしました。
このような情勢下におきまして、当グループといたしましては、収益

力の強化に向けた構造改革を推進してまいりました。特殊鋼鋼材事業に
おいては三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の抜本的な経営体質改善に着手し、
ばね事業及び素形材事業についても、原価低減・品質向上はもとより選
択と集中を基本に効率的な生産体制に移行すべく、諸施策を策定し、実
行に移しつつあります。また、精密ばね等の複合品の開発・販売に取り
組むとともに、販売数量の確保に向け積極的な営業活動を展開する等、
グループ一丸となって業績の回復に努めてまいりました。
この結果、当上半期の売上高につきましては、特殊鋼鋼材、ばね、素

形材の各事業において好調であったため、全体で 440億８百万円とな
り ま した 。
損益面におきましては、三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の赤字縮小とば

ね及び素形材事業の採算向上により、13億４千９百万円の経常利益と
なりました。また、時価会計の適用により、投資有価証券及びゴルフ会
員権の評価損並びに外貨建長期債権の為替差損等で８億２千８百万円の特
別損失を計上する一方で、投資有価証券の売却等により、４億４千２百万
円の特別利益を計上いたしました。更に法人税、住民税及び事業税並び
に法人税等調整額等を計上しました結果、中間純利益は８億円となりました。
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［特殊鋼鋼材事業］

［ばね事業］

［素形材事業］

［機器装置事業］

［その他の事業］

セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

主要需要先である自動車業界において乗用車生産が堅調に推移したこ
とに伴い、特殊鋼鋼材事業全体の売上高は145億８百万円となりました。

自動車業界や電気・電子部品関連の底堅い需要に支えられ、自動車用
ばね並びに精密ばね・同複合品等を中心に、国内・海外のグループ各社
において売上げが堅調に推移いたしました。その結果ばね事業全体とし
ての売上高は152億６千６百万円となりました。

一般鍛鋼品、耐摩耗鋳鋼品は建設機械向けの需要減少等により伸び悩
みましたが、精密鋳造品、精密鍛造品が自動車向け及び電気・電子部品
向けの堅調な需要により売上げを伸ばし、落ち込み分を補いました。そ
の結果素形材事業全体としての売上高は80億１千９百万円となりました。

官公庁向け及び民間向けの各需要がいずれも低調で、特に大型物件の
受注が低迷したため、各製品の売上げが伸び悩みました。その結果機器
装置事業全体としての売上高は52億５千１百万円となりました。

その他の事業として流通及びサービス業がありますが、当中間期の売上
高は 37億８千７百万円となりました。

平成12年度の業績につきましては連結売上高 900億円、連結経常利
益29億円、連結当期純利益14億５千万円と見込んでおりますが、引き続
き構造改革を進め、収益の改善に努めてまいります。

今後の見通しといたしましては，設備投資の増加や個人消費の持ち直
し等民間需要主導による景気の自律的な回復が期待されますものの，雇
用情勢や輸出環境等の不透明要因もあり，経営を取り巻く環境は依然予
断を許さない状況が続くものと予想されます。

-3-



連   結　 損   益   計   算   書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   当  中  間  期 前              期

  科       目 ( １２．４ ～ １２．９ ) ( １１．４ ～ １２．３ )

  ( 経 常 損 益 の 部 ）

営    業    損    益

売 　    上        高  44,008   84,757  

営    業    費    用 (   41,430  ） (   83,872  ）

      売   上   原   価  35,940   73,332  

      販売費及び一般管理費  5,490   10,540  

営    業    利    益  2,578   885  

営  業  外  損  益   

　営  業  外  収  益 (   137  ） (   526  ）

    受取利息 ・ 配当金  76   181  

    雑        収       入  61   344  

　営  業  外  費  用 (   1,366  ） (   2,545  ）

    支　　払　　利　　息  869   1,880  

    持分法による投資損失 27  0  

    雑       損       失  469   664  

経    常    利    益  1,349  △ 1,134  

  ( 特 別 損 益 の 部 ）   

特   別   利   益 (   442  ） (   1,482  ）

    固 定 資 産 処 分 益  0   1,482  

    投資有価証券売却益 421  0  

    関係会社株式売却益 21  0  

特   別   損   失 (   828  ） (   22,849  ）

    固 定 資 産 処 分 損  0   22,427  

　　有 価 証 券 評 価 損 0  258  

　　投資有価証券評価損 342  34  

　  ゴルフ会員権評価損 240  0  

    為　　替　　差　　損 206  0  

　  関 係 会 社 整 理 損 39  0  

　  特　 別　 退 　職　 金 0  128  

税金等調整前中間(当期)純利益  964  △ 22,501  

法人税、住民税及び事業税 1,213  3,122  

法  人  税  等  調  整  額 △ 1,269  △ 12,682  

少   数   株   主   利   益 218  294  

中  間 （当 期） 純  利  益  800  △ 13,235  
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連　 結 　貸   借   対   照   表

（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

     期    別 当 中 間 期 末 前  期  末 前期末比較増減

     科    目 （１２．９．３０） （１２．３．３１）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 54,024 61,052 △ 7,028 

現 金 預 金 11,015 12,382 △ 1,367 
受取手形 ・売掛金 25,549 25,519 30 
有 価 証 券 59 5,305 △ 5,246 
た な 卸 資 産 15,216 14,940 276 
繰 延 税 金 資 産 551 506 45 
そ の 他 1,743 2,531 △ 788 
貸 倒 引 当 金 △ 111 △ 133 22 

固       定       資       産 80,783 72,171 8,612 

   有  形  固  定  資  産 56,280 57,886 △ 1,606 
建 物 ・ 構 築 物 17,362 17,722 △ 360 
機械装置 ・運搬具 31,807 32,920 △ 1,113 
土 地 6,384 6,384 0 
建 設 仮 勘 定 109 203 △ 94 
そ の 他 616 655 △ 39 

   無  形  固  定  資  産 513 532 △ 19 

   投 資 そ の 他 の 資 産 23,990 13,752 10,238 
投 資 有 価 証 券 15,881 6,341 9,540 
長 期 貸 付 金 633 630 3 
繰 延 税 金 資 産 925 338 587 
そ の 他 6,727 6,558 169 
貸 倒 引 当 金 △ 177 △ 115 △ 62 

為  替  換  算  調  整  勘  定 1,372 △ 1,372 

資 産 合 計 134,808 134,596 212 
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連 　結　 貸   借   対   照   表

（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

期    別 当 中 間 期 末 前  期  末 前期末比較増減

    科    目 （１２．９．３０） （１２．３．３１）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 81,389 80,985 404 

支払手形 ・買掛金 18,745 15,766 2,979 
短 期 借 入 金 56,152 55,952 200 
未 払 法 人 税 等 871 2,571 △ 1,700 
繰 延 税 金 負 債 1 128 △ 127 
未 払 消 費 税 等 280 1,071 △ 791 
そ の 他 5,337 5,494 △ 157 

固       定       負       債 34,021 36,394 △ 2,373 

長 期 借 入 金 21,009 24,659 △ 3,650 
繰 延 税 金 負 債 3,943 2,628 1,315 
退 職 給 与 引 当 金 1,366 △ 1,366 
退 職 給 付 引 当 金 1,507 1,507 
役員退職慰労金引当金 224 206 18 
固定資産処分損引当金 6,364 6,364 0 

 そ の 他 972 1,169 △ 197 

負 債 合 計 115,410 117,379 △ 1,969 

( 少 数 株 主 持 分 )

少   数   株   主　　持    分 1,394 1,453 △ 59 

（ 資　本　の　部 ）

資             本             金 7,200 7,200 0 

資     本     準     備     金 893 893 0 

連     結     剰     余     金 8,471 7,670 801 

その他有価証券評価差額金 2,496 2,496 

△ 1,058 △ 1,058 

資 本 合 計 18,002 15,763 2,239 

負債、少数株主持分
及び資本合計

212 

為 替 換 算 調 整 勘 定

134,808 134,596 
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

期　　　別　　　 当  中  間  期 前                 期

　科　　　目 （ 12.4 ～ 12.9 ） （ 11.4 ～ 12.3 ）

連  結  剰  余  金  期  首  残  高 7,670     21,208     

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 7,670     35,901     

過 年 度 税 効 果 調 整 額 △ 14,693     

連  結  剰  余  金  減  少  高

連結子会社増加に伴う減少高 301     

800     △ 13,235     

連結剰余金中間期末（期末）残高 8,471     7,670     

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
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連結キャッシュ・フロー計算書
（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   当 中 間 期 前              期

( １２．４ ～ １２．９ ) ( １１．４ ～ １２．３ )
  科       目 金              額 金              額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益  964 △ 22,501
減価償却費  2,511  6,990
貸倒引当金の増減額  2  37
受取利息及び受取配当金 △ 76 △ 181
支払利息  869  1,880
為替差損  52  151
持分法による投資損益  27 0
有価証券及び投資有価証券売却益及び評価損 △ 100  254
有形固定資産処分損益  18  21,053
関係会社整理損  39 0
ゴルフ会員権評価損  240 0
事業保険給付金  0 △ 173
売上債権の増減額 △ 272  1,576
たな卸資産の増減額 △ 311  1,978
仕入債務の増減額  2,930 △ 588
その他 △ 136 △ 241
      小　　　　　　計  6,759  10,235
利息及び配当金の受取額  79  183
利息の支払額 △ 886 △ 1,922
保険金の受取額  0  315
法人税等の支払額 △ 2,912 △ 633

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,040  8,179
  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額  35  115
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 456 △ 990
有価証券及び投資有価証券の売却による収入  519  113
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 848 △ 1,690
有形固定資産の売却による収入  16  1,698
貸付けによる支出 △ 35 △ 169
貸付金の回収による収入  13  209

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 755 △ 713
  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額  1,330 △ 26
長期借入れによる収入  696  3,306
長期借入金の返済による支出 △ 5,442 △ 7,752
長期未払金の返済による支出 △ 200 △ 358
少数株主への株式の発行による収入  24  250
少数株主への配当金の支払額 △ 17 △ 36

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,609 △ 4,617
  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 8 △ 127
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,332  2,720
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  11,826  7,588
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   1,517
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  10,494  11,826
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 】

1．連結の範囲

連   結   子   会   社     16社、 三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)
三菱長崎機工(株)　　　　
プレシジョンスプリング（株）
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM CANADA INC.、MSM US INC.
BANGKOK MAGNET CORPORATION 　　　  ほか　8社

2．持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社       2社、 北海製鉄（株）   
MERITOR SUSPENSION SYSTEMS

         HOLDINGS UK LIMITED

3．連結子会社の中間決算日等

連結子会社16社の中間決算日は、中間連結決算日と同一である。

4．会計処理基準

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
た  な  卸   資   産    …   主として後入先出法による原価法
有    価    証    券   
 　  当中間期より金融商品に係る会計基準を適用している。
　　　そ の 他 有 価 証 券
                  時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全額資本直入法により処理）
                  時価のないもの … 移動平均法による原価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産… 主として定額法
無 形 固 定 資 産… 定額法

(3)重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

   定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
   見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金…当中間期より退職給付に係る会計基準を適用しており、従業
　 員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
   及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生
   していると認められる額を計上している。これに伴い、従来と
   同一の方法によった場合と比較し、経常利益及び税金等調
   整前中間純利益は 63百万円減少している。
   なお、会計基準変更時差異は 6,956百万円であり、これを15
   年間で償却している。

固定資産処分損引当金…固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失及び処分費用
   を見積りにより計上している。

(4)外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当中間期より改定後の外貨建取引等会計処理基準を適用しており、外貨建長期金銭債権は、
当中間期から決算時の為替相場により邦貨に換算している。これに伴い、為替差損 143百万
円を特別損失に計上している。
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(5)重要なリース取引の処理方法
　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ
　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6)消費税等の会計処理方法
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

【 連結損益計算書注記 】

当中間期   ( 12.4 ～ 12.9 ) 前　  期   ( 11.4 ～ 12.3 )

固 定 資 産 処 分 益         土  地  の  処  分  益

固 定 資 産 処 分 損         機械装置他の処分損

【 連結貸借対照表注記 】
（ 単位 ： 百万円 ）

当中間期末 　( 12年９月30日 ) 前 期 末 　( 12年3月31日 )

減 価 償 却 累 計 額 42,872     40,596     

受 取 手 形 割 引 高
及 び 裏 書 譲 渡 高 434     638     

保 証 債 務 等 1,929     2,218     
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【 リース取引注記 】

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1)当中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 6,575 百万円 3,918 百万円 2,656 百万円

そ の 他 877 526 350

計 7,452 4,444 3,007

(2)前 　  期 (取得価額) (減価償却累計額) (期末残高)

機械装置及び運搬具 6,591 百万円 3,590 百万円 3,000 百万円

そ の 他 940 541 399
計 7,531 4,132 3,399

2. 未経過リース料中間期末残高相当額

（当 中 間 期 末） （前　　期　　末）

１ 年 内 950 百万円 999 百万円

１ 年 超 2,285 2,649

計 3,236 3,648

3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（当 中 間 期） （前　　　　　期）

支 払 リ ー ス 料 583 百万円 1,152 百万円
減価償却費相当額 492 968
支 払 利 息 相 当 額 71 159

4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

は利息法によっている。
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セ　 グ 　メ　 ン 　ト 　情 　報

1． 事業の種類別セグメント情報

　 当中間期 （平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材ば ね素 形 材機器装置その他の 消 去 又

事 業事 業事 業事 業事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 13,401  15,177  7,903  5,175  2,350  44,008  44,008  

セグメント間の
内部売上高 1,107  89  115  76  1,437  2,824  (2,824)  0  

計 14,508  15,266  8,019  5,251  3,787  46,833  (2,824)  44,008  

営 業 費 用 14,340  13,864  7,204  4,909  3,748  44,067  (2,637)  41,430  

営 業 利 益 167  1,402  814  342  38  2,765  (187)  2,578  

　 前　期 （平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材ば ね素 形 材機器装置その他の 消 去 又

事 業事 業事 業事 業事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 24,477  29,277  15,709  10,867  4,426  84,757  84,757  

セグメント間の
内部売上高 2,245  110  271  60  2,842  5,530  (5,530)  0  

計 26,722  29,387  15,980  10,927  7,268  90,287  (5,530)  84,757  

営 業 費 用 29,857  26,970  14,884  10,117  7,133  88,962  (5,089)  83,872  

営 業 利 益 △ 3,134  2,417  1,096  810  135  1,325  (  440)  885  

2．所在地別セグメント情報
　　 当中間期及び前期における本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも
　　 90％超であるため、記載を省略している。

3．海 外 売 上 高
　　 当中間期及び前期における海外売上高は、いずれも連結売上高の10%未満であるため、記載を省略
　　 している。

計 連 結

計 連 結
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(注) 1． 事業区分の方法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門

及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

2． 前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主　　　要　　　製　　　品　　　名

棒鋼 （構造用合金鋼 ・機械構造用炭素鋼 ・ばね鋼 ・工具鋼 ・非調質

鋼 ・快削鋼ほか） 、鋼材加工品

板ばね、巻ばね、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ､ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ､

精密ばね（薄板ばね･コイルばねほか）、超合金ばね、精密組立部品（ヒ

ンジ･ぜんまい応用品ほか）、ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、各種自動車部品･

用品、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ､ﾄﾗｯｸｱｾﾝﾌﾞﾘ､ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ､ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ､ｸﾞﾛｰｻｰﾊﾞｰ､

ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

一般鋳造品 （耐摩耗鋳鋼品ほか）、精密鋳造品、各種金型及び同素

材、精密機械加工品、一般鍛造品、冷間 ・温間精密鍛造品、特殊合

金素材及び同加工品、永久磁石 （鋳造 ・圧延） 、磁石応用部品、

特殊合金粉末、同微粉末

防振 ・防音 ・免震 ・制振装置、遮音 ・制振材、粘弾性ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、磁気応

機 器 装 置 事 業 用選別 ・分別装置、各種選別ｼｽﾃﾑ ・ ﾌﾟﾗﾝﾄ、電磁石 ・ 磁場装置､

計装機器、搬送ｼｽﾃﾑ、鉄構品、産業機械

そ の 他 の 事 業 海上運送、貨物自動車運送、倉庫   ほか

3． 配賦不能営業費用の内訳

　　当中間期及び前期における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能

　　営業費用の金額は 177百万円及び 417百万円であり、総務部門の費用の一部である。

鋼    材    事    業

ば    ね    事    業

素  形  材  事  業
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有      価       証       券  

１．その他有価証券で時価のあるもの ( 単位 : 百万円 )

当中間期末（平成12年９月30日現在）

中間連結貸借対照表
計     上      額

株            式 5,447   9,799   4,351   

債            券 62   63   1   

そ　  の  　他 28   21   △6   

合            計 5,538   9,884   4,345   

２． 時価評価されていない有価証券 ( 単位 : 百万円 )

当中間期末 　

中間連結貸借対照表
計     上      額

株            式 5,938   

債            券 17   

そ     の    他 100   

合            計 6,056   

ヘッジ会計を適用しているため記載していない。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

　種             類
取 得 原 価 差      額

　種             類
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